

















































































活　　　動 裁　量（1） 費消時間 重要　度 重要度の上昇
賃　　金　　管　　理 1 4 4 10
募　集　／　選　考 2 1 1 2
福　　利　　厚　　生 3 6 6 5
従　業　員　関　係 4 2 2 3
処　分　／　苦　情 5 11 11 7
訓　　　　　　　　練 6 5 3 1
人　　事　　評　　価 7 7 7 13
職　　務　　評　　価 8 10 9 12
剰　員　／　解　雇 9 13 13 6
健康・安全・福祉 10 12 12 8
要　　員　　計　　画 11 3 5 4
組織　・経営開発 12 8 8 14
労働組織の変更 13 9 10 10
新　　　　技　　　　術 14 14 14 9
回　　　答　　　量（2） 138 107 106 106
注（1）人事管理者に裁量の余地があり，影響力のある領域の順位である。
　（2）従業員200人以上の企業調査における回答数である。
資料出所：MDC，1988，　p．61（ただし，　UKに関する部分を削除している。）
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が現地化計画をもち，その理由は現地のスキルと専門家の必要，外国人雇用の高いコストプ
現地化という政治的トレンドである。ただし，その内の73％では，現地化計画は部分的には，
外国人の占めていたポストを埋めることのできる現地人候補者の不足によって妨げられてい
る（ibid．，　PP．57），と回答している。
　このような状況から，表1にみられるように，訓練・開発の重要度が最も上昇するものと
予想されているが，焦眉の課題と見られる経営・組織開発については，人事管理における重
要性が高まると見られていない。
皿．香港民間企業における経営開発の状況
　次に，調査と刊行の時期は少し前になるが，同じMDCが経営者開発プログラムの展開の
ために，香港におけるその実情の調査を行い，その結果をr香港企業の企業内経営開発の実
情に関する調査の第1次中間報告』（MDC，1988，下線は筆者による）として公刊している。
それは，8業種32社め人事管理者，取締役または部長，それに最低1人のライン管理者に面
接をした調査である。
　この調査の目的は香港企業がマネジャーを発達させるために何をしているか，そして企業
内の開発実務とプログラムの設計とその有効性の評価のためにマネジャーの開発に影響する
広範囲の関連項目を検討すること（ibid．，　p．1）である。調査方法としては前述の経営者・
管理者の面接が行われた。まず運輸，食品製造，コンテナー管理，公益事業の各1社におい
てパイロット研究がなされ，続いて衣服8社，電子7社，ホテル6社，銀行7行の調査が行
われた。その中間報告では比率や統計ではなく，現在及び将来の香港の社会・経済環境の中
で経営開発を機能させ，会社にとって有効に機能させることのできる，成功要因の探究
（ibid．）に力点が置かれている。
1．香港の経営開発の背景と環境
　香港の企業の取締役と部長の圧倒的な回答は，前節1［で示されたのと同様に，会社は経営
開発には相対的には殆ど努力を向けていない，というものである。面接した経営者の何人か
は，経営開発の重要性，またはその利益を信じていないようにみえた。彼らの第1の関心は，
マーケットの機会，製品の革新，顧客，供給業者との関係等のビジネスの問題にあった。マ
ネジメント，または経営開発は彼らの事業の土台に著しいインパクトをもたない，と主張し
た（ibid．，　P．2）。このような態度と信念の理由として，報告書は次の6項目を挙げている
（ibid．，　p．　2－3）。
①会社の成功とマネジメントは「1人」に基づいている。すべての決定と創意は1人の人
　から出てくる。会社の評価システムは従順に報い，創造性を罰する。このような環境のも
　とではマネジメントまたは経営開発の必要は実際にはほとんどない。
②会社は指数的成長を追求ないし経験してい段階にある。上級経営者は会社の成長と収益
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　性に大きく影響するビジネスの公式を捉えようとするが，同じ程度の貢献をしない他の変
　数にたいして動機づけられることはない。
③会社は既存の経営開発の創意とプログラムに失望してきた。経験によれば，経営開発の
　実践とプログラムはほとんど収穫がなく，経営業績や会社の収益性にほとんど差をもたら
　さない。
④取締役や部長は，マネジメントは常識であり，マネジャーは仕事において経験を通して
　学ぶ，と信じている。
⑤取締役や部長は，経営開発はリスクの伴う努力でと信じている。管理スタッフの不足し
　ている市場では，経営開発はマネジャ．一を有能にするが，それがより良い職務を求めて彼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
　らを離職させる結果になることを恐れている。
⑥取締役と部長は，自分の仕事に忙：しすぎて経営開発のための時間がないと信じており，
　また部下がより多くの知識をもち能力が高くなれば，自分の地位が脅かされる可能性と不
　安を表明した。
　　報告書はこのような経営開発に対する企業経営者の態度に対して，香港における経営開
　発の推進のために考慮すべきことを，したがって経営開発の必要性を，次のようにまとめ
　ている（ibid．，　pp．3－4）。
①マネジメントと経営開発は香港の中国人所有・経営の企業にとっては比較的新しい概念
　であり，上述の理由のほとんどはマネジメントの役割と機能についての誤解によるもので
　ある。
②一方では香港からの生産基地の中国，タイなどへの移転と，他方での貿易相手国の輸入
　制限がある。生産費の上昇と市場機会の縮小に直面して香港の企業は強さの代替的源泉を
　発達させなければならない。
③1949年の中国革命の結果として香港は企業家的で，激しく働く，知的な移民を受けいれ，
　それが長年にわたり香港経済の大きな駆動力となった。競争に対応するためには，香港は
　その人的資源がその主たる競争優位でありつづけることを保障しなければならない。しか
　も，その成熟と洗練とともに，香港の会社と事業は，これまでとは違った人々を必要とす
　る。しかし，かつてのように亡命者に期待することはできない。香港は，次の世代をその
　年長者と同等の能力があり，等しく印象的に発達させる必要がある。rこの開発がなけれ
　ば，香港はその競争力の多くを失うであろう」（ibid．，　pp．3－4）。
2．香港の経営開発の具体的状況
　次に報告書は香港における経営開発の現状を，経営戦略との関連，組織の支持と職務にお
ける挑戦，経営開発の諸方法について分析している。
（1）経営戦略と経営開発
　MDC報告は，まず経営開発と通常の訓練・開発と区別する。すなわち，会社の経営開発
はその事業戦略と組織構造との関係において研究すべきであり，その戦略的事業の変化また
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は組織構造の再編に対応して企画されるものである。これによって監督者訓練やジョブ；ス
キルの訓練とは区別される（MDC，1988，　pp．4－7）。この点に関して，香港における経営
開発の現状は次のような問題を含んでいる（ibid．，　pp．4－7）
①自己の経営開発プログラムに失望を表明する会社は，そのプログラムの内容または設計
　をその事業または組織の目標に関連させていない。
②有効ではないプログラムは一般に，会社の目標または価値から切り離されており，しば
　しば輸入され，制度化された標準的な広い教育プログラムから成っている。
③広い基礎をもつ教育プログラムは，ゼネラル・スタッフの格上げにより適しており，ジ
　ョブ・スキルや監督者の訓練に相応しいと考えられている。
④また有効な経営開発のためにはトップ・マネジメントのコミットメソトが不可欠である
　が，この点については次のような問題がある。多くの上級マネジャーは彼らが経営開発が
　事業の成果を改善する決定的な要素であるとは確信していない。その結果，多くの会社に
　おいて，訓練と開発のスタッフは有効なプログラムを企画し，実行する展望も正当なパワー
　ももっていない。
最後の④については前節の表1からも読み取れるところである。
（2）経営者の職務と経営開発への組織の支持
　経営開発が有効に行われるためには，マネジャーの職務が挑戦的であること及び経営開発
への組織の支持が必要である。組織の支持と職務における挑戦の有無が経営開発に及ぼす影
響は，それそのれ有無によって4分類される。すなわち，高い支持一低い挑戦，低い支持一
高い挑戦一高い支持一高い挑戦，低い支持一低い挑戦，である。
　これら4つの型における経営開発の有効性は各々次の通りである（ibid．，　pp．9－10）。
①まず高い支持一低い挑戦という状況においては，経営開発のための資源は，マネジャー
　が学習してもその職務に応用するものがなく内部化できないので，効果的には展開されな
　い。
②低い支持一高い挑戦という環境では，マネジャーは一般的には非常に作業志向的で目先
　の職務要件に反応する。マネジメント・タスクの挑戦的性質自体は発達を提供するが，そ
　の発達は会社の支持と施設の欠如によって制約され，マネジャーは職務の要求に応えるこ
　とができないことにフラストレーションを経験する。この環境のもとでは，発達は自己啓
　発を自ら行おうとする動機をもつマネジャーにおいて生ずるのみである。しかしながら，
　このようなマネジャーは，ひとたび彼らの職務と会社を乗り越えたと感ずるに至れば離職
　するであろう。面接した企業のほとんどがこのような状況であった。
③高い支持一高い挑戦という職務状況において開発は最も有効に行われる。それは，ダイ
　ナミックで挑戦的な職務環境においては，マネジャーは学習する必要をもち，マネジメソ
　トの有効性の改善において彼らの発達が効果的であることを知るからである。
④最後に，低い支持一低い挑戦という職務状況においては，訓練と開発にたいする必要も
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　支持もない。しかしながら，このカテゴリーに分類される多くの職務があることは認めら
　れる。これらのケースでは，使用者は，これらの環境において快適であり，効果的に働く
　ことができるマネジャーを選抜するか，雇い入れなければならない。
　香港企業に広くみられる経営開発に対する組織（トップ・マネジメント）の低い支持は，
自己啓発によって成長したマネジャーを離職させることになり，それがまた既述の経営者の
態度・低い支持をもたらすこととなる。また多くのそのような職務があるという④の状況に
おいては経営開発の必要もない。いずれにせよ，前節皿で見たように，経営開発はその重要
性が高まるとは予想されないこととなる。
（3）経営開発の諸手法
　次に，報告書は香港において実践されている経営開発の諸手法についてその実情と問題を
指摘している。それらには，ジョブ・ローテーション，業績評価システム，企業の目標と戦
略，企業目標と戦略の伝達と理解，マンパワー計画，会議が取り上げられている。
（i）ジョブ・ローテーション
　香港ではジョブ・ローテーションが実施されている程度は限られている。ジョブ・ロー
テーションは倦怠感の緩和しマネジャーの離職を減らし，マネジャーは不慣れな，または知
らない環境において同じまたは拡大された職務を遂行することを好むのであるが，ほとんど
の会社がそれを行うには小さすぎる，あるいは職務がローテーションを実行不可能にするほ
どのレベルの熟練と能力を必要とする，または業務の円滑，継続的な遂行を乱す，と考えら
れている（ibid．，　P．11）。他方，日本の会社ではしばしばラインとスタッフめ線を，あるい
は国境を越えてローテーションが行われる（ibid．，　P．11）と述べている。しかしながら，わ
が国でもこのようにいわれてきたところであるが，それは小池等（1991）の発見した実態と
　　　　　　　　　　くヨラは大ぎく異なっている。
（ii）業績評価システム
　業績評価システムはほとんどの会社にある。その目的と諸問題が検討され，改善の方法が
勧告されている（ibid．，　p．14）が，ここでは省略する。
㈹　企業目標と経営戦略
　企業の目標と戦略は適切が策定され，伝達されているとはいえない。少数のトップによっ
て策定され，基幹的従業員はその策定に参加せず，協議もなされていない。戦略が策定され
ても下部には十分に伝達されていない。その結果，下級管理者は会社の展望やビジョンを共
有していない。ここから可能なところでは，全てのレベルのマネジメントが企業目標と戦略
の策定に参加すべきであり，それらが伝達され理解されるべきことを勧告している（ibid．，
pp．13－14）。これは所有者とその家族にほとんどの意思決定権限が集中する中国人所有企
　　　　　　　　　くの
業の経営と組織の構造の変革を要請するものである。
㊥　マンパワー計画
　マンパワー計画は，経営開発に大きな影響を与える支援条件であるが，それ自体経営開発
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とはいえない。香港の労働市場の状況からみれば，香港企業の人事管理にとっては重要であ
り，改善の必要とその方向が提起されているが，ここでは省略する。
（v）ミーティング
　内部コミュニケーションの諸形態のうちで最：も重要なものとして会議があり，それは，ト
ップ・マネジメントの意思決定とアイディアを伝達するだけのためになされるべきではな
く，すべての従業員が問題に参加することが奨励され，また許されなければならない。さら
に，特殊な問題の解決のための会議にも，関係部門のマネジャーのみならずすべてのマネジ
メント・スタヅフに広範囲の会社の問題に関与させることは，経営開発の有効な方法であり，
また有効な問題解決に貢献する（ibid．，　p．15）と述べ，ここでも経営と組織の変更を勧告し
ている。
（vi）経営開発プログラム
　最後に，構造化された経営開発プログラムについて，多くの従業員がその有効性に不満を
表明した。また上級経営者によれば，そのようなプログラムは何らの違いももたらさず，経
営の業績にインパクトをもたない。これらのケースでは，そのプログラムは標準化されてお
り，その組織またはマネジャーの特定のニーズに応じた設計がなされていなかった。経営開
発または訓練のニーズの分析がこのプログラムの開始を促進したのではなかった。上級経営
者は，そのような分析は必要なく，目先のマネジメント業績を改善する必要に駆り立てられ
ている，と感じていた。その結果，訓練と開発の資金が浪費されることた終わっていた
（ibid．，　P．16）。
（4）有効な経営開発プログラムの設計
　以上の面接調査から，報告書は有効な企業内経営開発業務の設計において考慮すべき点を
まとめている（ibid．，　chapter　6）。
　第1は，会社の経営戦略の理解とその事業の性質と環境を意識すること，である。ほとん
どの良くない経営開発の実践はそのような視角・見通しなしに展開されている。
　第2は，トップ・マネジメントが彼らのマネジャーの開発を，現在進行中の，継続的な責
任として取り扱うことである。多くの場合，トップ・マネジメントが自らの価値をあまりに
性急に組織に押しつけようとし，当面の結果を要求する結果としてその実践は有効ではない。
　第3は，よい経営開発は孤立して展開されるものではない。組織は経営開発の存続と有効
性のために必要な方向づけ，コミットメソト，資源，要員を提供しなければならない，しか
もそれらはシステムとして相互に関連している。
　ここでは紹介しないが，有効な企業内経営開発を実践している会社と有効でない経営開発
を実践している会社について，方向づけ，コミットメント，会社の文化，資源，開発要員に
ついての対照表がある（ibid．，　p．19）。これの意味するところは，経営開発の現状の根底に
は中国人所有企業の3同心円の経＝営構造と秘密小会社による伝統的経営方法（Lath　am　and
Napier，1989，　P．179，194）があり，　MDCの勧告は経営開発のためにこれを変えることを要
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　　　　　　　　　　く　ラ
干しているようである。
（5）小　括
　以上のような面接調査の結果から，この中間報告は結論として次のように述べている。
　　「32の参加企業の多くの成果と成功は彼らのマネジメントの健全性によるものであると
　はいえない。したがって，我々の調査した中国人の所有し経営する会社はまだマネジメソ
　トと経営開発をその経営の存続能力と収益性の改善のための手段として意識的に利用しな
　ければならない。（中略）’良い経営開発実践は会社の資産として守られるべきである。ト
　ップ・マネジメントは経営開発実践をマネジャーの機能と責任の不可欠の要素として規定す
　べきである。他方マネジャーは経営開発を主流の，日常の活動として内部化すべきである。
　　調査の次の局面においては，会社と産業の型と適切なまたは有効な経営開発の実践を定
　覚することを目指す。この定義にしたがって，会社が実際に，有効な社内経営開発実践を
　見極め，展開するのを助けるであろう支援プログラムを確立することに向かう。」（ibid．，
　P．19）
　MDCはこれらの調査にもとづいて，香港の環境に適した，そしてより大きな有効性をも
つ経営開発プログラムを開発し，そのマニュアルを作成した。次節ではそれを見よう。
】V．全般経営者プログラム・マニュアル
　前述の調査の後，香港のMDCスタッフが約3年間，全般管理レベルにいる，またはその
候補者である管理者の開発プログラムを設計し，8グループの参加者とその会社の上級経営
者の協力でテストを行い，大多数の参加考とそり会社がその結果に満足したものを，一般に
利用可能にするために，r全般管理者プログラムー分析と実行マニュアルー』（MDC，　The
General　Management　Programme（GMP）：An　Analysis　and　Implementation　Manual，1989）
を公刊した（以下では，GMPと略称する）。この節では，いつくかの項目に絞ってその要
点を述べ，その特徴的性格を明らかにしよう。
1．アクション・ラーニング
　1984年以降の調査と経験によれば，成功する経営者は，戦略的に考え，複合的な問題を解
決する能力，関係する事業全体にわたる問題および変化する外部での事業の戦略的地位につ
いての知識，全般的経営にかんするスキル，特に対人的及びコミュニケーションのスキルを
もつことが必要であり，GMPは事業組織全体にまたがる視野をもつマネジャー（ジェネラ
ル・マネジャー）を開発する手段として開発された（ibid．，　p．2）。
　他面では，従来の伝統的なオフ・ザ・ジョブ・コースは必ずしも管理者が自分のスキルを
高め，また管理と事業の問題を解決する新しい，役に立つ方法を発見するのを助ける最善の
方法ではないことは明白であり，むしろ逆に，管理者を新しいアイディアと実践に直面させ
る体系的なものがないならば，急速に変わりゆく事業環境のなかで変革の必要を認識するこ
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となく，組織における既存の方法と思考様式が強化されるであろう，ということも明白であ
る（ibid），という認識がある。
　香港MDCのGMPのなによりの特徴は，上述の目的を達成するために，　R．　Revansの創
意によるアクション・ラーニソグ（action　learning）のアプローチを利用していることであ
る。アクション・ラーニング自体の検討は別の機会にゆずることとし，ここでは，その要点
　　　　　　　　　　　　　くののみを簡単に述べることとする。
　（1＞沿革
　アクション・ラーニングは，R．　Revansによってイギリス石炭公社でのマネジメントの経
験から形成された。その後，イギリスの病院，ナイジェリアの地域社会問題地域のコミュ
ニケーション問題などに応用されてきた。彼は1960年代初めにマンチェスター・ビジネス・
スクールで経験を基礎にしたカリキュラムをスタートさせようとしたが挫折した。1965年に
ベルギーに移り，高い潜在能力をもつマネジャーを雇用している組織間で交換する，すなわ
ち，上級経営者を他企業に派遣してフルタイムで戦略的プロジェクトに参加させることを含
む経営開発プログラムを開始した（Torrington　and　Hall，1987，　P．395）。これがアクション
・ラーニソグがそれまでの単なる問題解決ではなくて，経営教育で利用された最初である。
イギリスでは1973年にGECがそのアイディアに注目し，1974年から経営開発プログラムを
実施したことにより，知られるようになった（Foy，1977，　p．160）。
　（2）アクション・ラーニングの基本概念
　アクション・ラーニソグの基礎を構成するのは次の3つの概念である。
　（i）2種の知識：PとQ．
　アクション・ラーニソグは，学習過程は単に新しいプログラム化された知識の獲得だけで
はあり得ず，それは変化に取り組んだ経験に基づいた，洞察にみちた質問と不慣れな未知の
ものの探究と結合していなければならない，と主張する一つの教育のアプローチである
（Korey　and　Bogorya，1985，　p．5）。
　プログラム化された知識（programmed　knowledge，　P）は経験され分類されたものの体
系的な記録であり，あらゆる種類の教育機関で伝達され，多くの形態で何回となく適用され
たきた知識である。質問する洞察力（questioning　insight，　Q）は変化する，不確実な，リス
クのある未来に向かって，新鮮な，有用な質問する能力である。エキスパートはPを蓄積
しつづけるが，実際に起こる前には殆ど知られていない，不確実性に直面する人々；リーダー
には，あまりに多くのプログラム化された知識によって不利になることもある。リーダーは
Qを発達させなければならず，Qの探究がアクション・ラーニソグの使命である。　Revans
はこれを：L＝p＋Qと表現している（Revans，1983，　p．41）。
　（ii）行動による学習（1earning　by　doing）と現実的プロジェクト
　アクション・ラ一州ソグは現実の問題（real　problems）を扱う。マネジャーは机に向か
って学習し，学んだことを実践するのではない。彼らは実行によって，しかも別の不慣れな
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組織の難しい問題に取り組むことによって最もよく学ぶ。現実的プロジェクトによって，お
互いのアプローチ，解決策，アイディアに質問し，その仕事を実行に移す，次に過去の経験
に照らして反省する，続いて将来の重要な決定のための理解を得る，そして再び次の行為，
というサイクルが不慣れな状況，または未知の問題によって強化される。そこではマネジャー
は解決しようとしている問題の「利害関係者（stakeholder）」とみなされ，「利害関係者」で
あることによって，マネジャーはシミュレートされたリスクではなく現実のリスク（real
risk）に直面する。これはマネジャーに未来思考的であることを強いる（MDC，1989，　p．2，
5；Korey　and　Bogorya，1989，　pp．5－6）。
　㈲　社会的過程としての学習
　確かにマネジャーは実行することによって学ぶとはいえ，彼らは殆ど行為志向的であり，
目前にある差し迫った問題に関心があり，彼らの経験について熟考することを忘れ，さもな
ければ得られたであろう学習を失う（MDC，1989，　P．2，9）。また，マネジャーは彼らの
過去の経験の主観的な，間違って構造化された解釈を適用するということもありうるので，
同じように熱心に解決策を発見しようとしてるマネジャーと経験を交流する機会は非常に価
値がある。それ故にマネジャーは自分自身のプロジェクトまたは活動に責任があるけれども，
彼は類似の活動に従事している他の人々と定期的に援助を与えたり，求めたりするために，
定期的に会合する。それによってお互いに，彼らは知識とエキスパートのアドバイス（P）
のみならず，洞察する質問能力（Q）をも獲得する（Korey　and　Bogorya，1985，　p．6）。
2．MDPマニュアル
　香港MDCは，上述のアクション・ラーニソグの基本概念を適用して経営者の能力開発を，
支援するプログラムを開発し，より具体的にマニュアルという形で公表した。アクション・
ラーニングがどのように経営開発プログラムに具体化されているかをみるために，やや長く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くア　
なるが，重要な要素の記述の要点を抜き出すこととする。
　（1）プログラムの設計と方法の概略．
　まず，プログラムの全体の概略は以下のようである。
　（i）学習グループ．最大限8人の参加者の学習グループが，プロジェクト・ベースの学習
の中心となる。グループはできるかぎりゆたかなミックスの参加者から，すなわち，さまざ
まなセクターから，異なる専門職的および営業の経験をもつ者から構成される。参加者はプ
ログラムに貢献し，それから利益を引き出すに十分なレベルと深さの経験をもたねばならな
い（MDP，1989，　p．11）。
　（ii）プログラムの方法としてアクション・ラーニソグが利用される。それは「教える」プ
ログラムではなくて，「学習する」プログラムであり，専門的スタッフが学習過程を促進す
る（ibid．）。
　㈹　プログラムの全体のプロセスは次のようである（ibid．）。
①合宿研修．プログラムはまず4～5日の宿泊期間で始まり，その間にチーム形成と事業
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戦略にかかわる。この期間は参加者を学習グループに融合する点で重要である。
②続いて3日間のマネジメント・プログラムの教育が行われる。その後の意味のある討論
と経験共有のために共通のマネジメント知識を確立することが目的である。後述のコア・コ
ンテストとして認められる重要不可欠の領域を含むが，そのアプローチと内容は実践的，応
用志向的で経験に基づいたものである。
③約10回の半日のセッション。内5回は夕食を伴うもので，著名な，経験あるゲスト・ス
ピーカーの講演がある。最低4か月かかるが，最適期間は5か月である。グループによって
は，プロジェクトの複雑さと重要度，参加者の背景と経験，視野によっては，セッションの
回数を増すことや時間を延長することも必要である。この柔軟性はプログラムの重要な特徴
として保持すべきである。
④プログラムの終了。最終セッションは全グループの前で参加者によるプロジェクトのプ
レゼンテーションとプロジェクト依頼者によるレビューがある。著名なゲスト・スピーカー
の講演の後に修了認定証を交付して終了する。
　㊥　プロジェクトの決定。各参加者は主たる学習手段として，戦略的に意味あるプロジェ
クトに一体化する。これはプロセスにおける関係者，参加者，依頼者（client），グループ・
マネジャー／プロジェクト・チューターによる受容を必要とする非常に重要な活動である。
特に依頼者がこの活動の重要性を理解し，自分の組織内の関連する情報と人々への接近を許
容することが死活的に重要である（ibid．，　p．12）。
　（v）経験の共有。プロジェクトの討論と経験共有のための充分な時間が認められるべきで
ある。参加者はグループ・セッションで討論され，解決されたアイディアを彼らの組織内部
で試みることが期待される。集団の経験を利用すること，その結果を次の会合でメンバーに
フィードバックすることは，全メンバーにとって有益であり，その学習を高める。参加者は
それぞれの分野では既に高い経験の持ち主であるから，専門家による話題提供者としても活
用できる。また参加者自身の組織の訪問も，行動を経営環境のなかで理解するために，有益
である。また参加者をお互いのメンター（指導・後援者）として利用することは相互の統合
と自助精神の促進に効果的である（ibid．，　p．12）。
　（2）プログラムの内容と方法
　プログラムの最初に行われる合宿を含む導入的セッションで扱われるコア内容とその方法
は次のようである。
　（i）コァ主題領：域
　プログラムの目標とこれまでの経験から，ジェネラル・マネジャーの役割と機能，会社の
戦略と計画，財務会計と管理会計，マーケティングとマーケティング・マネジメント，組識
行動，人的資源管理，変革のマネジメントのようなコア内容が適切である（ibid．，　P．13）と
述べ，各々の細目（ibid．，　ApPendix　1）も掲げられている。
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　（li）スキル開発の領域
　個人的な有効性を高めるためにスキル発達のセッションがあるべきである。例えば，次の
ような項目が扱われる。すなわち，時間管理と個人の計画，プロジェクトの企画・計画・評
価，パーソナリティの記述と評価，表現のスキル，影響と交渉のスキル，創造性と意思決定
のスキル，ストレスとコンフリクトのマネジメント，コミュニケーションのスキル等々
（ibid．，　p．13），である。
　㈹　コア内容を扱う方法
　上述のコア領域とスキル開発を扱う方法は，まず専門家による短いプレゼンテーションが
あり，続いて討論，ケース・スタディ，ロール・プレイソグ等があり，参加者が彼らの知識
とスキルのそれまでの応用について反省し，新しい情報と内容を彼らの経営意思決定と行動
に内部化するのを助ける（ibid．）。
　㊥　各メンバーの基幹的発達領域の選定とマネジメント・ブリーフィング
　各プログラムは参加者に自分自身の基幹的発達関心領域のいくつかを選択することを許容
する。通常，グループ全体では，6～8の関心領域を選択するという結果になる。これらの
マネジメント・ブリーフィングは，グループのメンバーの一人によることもあるし，代わり
にMDCの専門スタッフ，あるいは認定された外部者によることもある（ibid．，　P．13，　Ap－
pendix　11）o
　（v）参加者の学習責任
　GMPは固定されたシラバスをもって伝統的に教えられるコースではない。むしろ，それ
はジェネラル・マネージャーのグループが彼らの経験を再検討し，その上に（経験を）築き
上げる機会である。この実験的な「アクション・ラーニソグ」は，チューターに教える責任
を課するのではなくジェネラル．・マネジャーの各々に学習する責任を課する。参加者は自分
自身の学習に責任をもち，積極的にそれを推進する手段を探究しなければならないのである。
従って，参加者自身が彼らのグループの発達と方向に影響を及ぼすのである（ibid．，　p．14）。
　（3）プロジェクト
　アクション・ラーニソグの基本的想定は，経験あるマネジャーが自分の既存のアイディア
を現実の経営状況に対置してテストし，この経験に照らして自分のアイディアを再構成する
とき，最もよく学ぶであろう，ということである。参加者がアクション・ラーニソグからど
の程度学ぶかは，プロジェクトによって生み出される学習の機会に大きく懸かっている
（ibid．，　p．15）。　GM；Pマニュアルはプロジェクトの特徴とその選択のためのチェックリスト
について次のような指摘をしている（ibid．，　pp．15－16）。
①プロジェクトの必要な基本的特徴。プロジェクトは，なされるべき課題とそれが成され
る状況の組み合わせによって，すなわち，その状況が参加者にとってよく慣れているか，不
慣れないし未知であるか，その課題がよく慣れた領域のものか，不慣れなまたは知らない分
野のプロジェクトであるか，によって4通りの組み合わせがある。その基本的想定からして
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利用されるのは，例えば，マーケティング・マネジャーが自分の会社の製造プロジェクトを
実行する場合，他の会社のマーケティング・プロジェクトを実行する場合，他の会社の製造
プロジェクトを実行する場合，である。
②現実的かつ重要なプロジェクト。参加者はプログラムの間，個人の発達の手段としてプ
ロジェクトにもとづいて仕事をする。プロジェクトは組織における現実の戦略問題に向けら
れ，参加者た現実的な挑戦を提供しなければならない。プロジェクトからの最終勧告が組織
に提供され，続いて適用（実行）される。
③プロジェクト選択のためのチェックリスト。プロジェクトは参加者を個人的に発達させ
るが，他方，組織には現実な戦略レベルの問題とそれが集中的に実行される機会である。プ
ロジェクト選択のためのチェックリストとしての質問が列挙される。例えば，①重要な変化
を行う際に，参加者を参画させているか，②利用可能な時間とスキルを考慮して，プロジェ
クトは実行可能であるか，③失敗のリスクは脅威的ではなく，刺激するには充分高いか，④
問題は，想像的，創造的な解決を要求するほど充分に曖昧であるか，⑤依頼者はプロジェク
トの成功にどの程度コミットしているか，⑥実行はその単位のマネジメントの権限内にある
かダ等々である。
　以上のプロジェクトに必須の特徴とその選択のための質問は，後述の「推進者」の行動の
考慮すべき項目の第1として再び取り上げられている（ibid．，　pp．29－31）。
　（4）グループ・ミーティングとその機能
　アクション・ラーニソグ・プログラムは全て，参加者をプロジェクト・ミーティングまた
は「セット」ミーティングと呼ばれる定期的な合同セッションに参画させる。これはプクシ
ョン・ラーニングの基本的アイディアすなわち学習は一般的にそれが社会的過程として行わ
れる時に最も効果的である，特にマネジャーは「相互自己援助」の環境のもとで最もよく学
習するようだ，ということから出てくる（ibid．，　P．17，前項，アクション・ラーラソグの基
本概念の㈲参照）。そして，グループが2週間に1回，1日または半目の，アドバイザーを
含む会合をもつというのが多くのプログラムのかなり共通なパターンである（ibid．）。
　グループ・ミーティングにおいては，少なくとも①プロジェクトの業務の援助，②参加者
に対する外部圧力，③復習と計画，④「公式の貢献」の機会，⑤反省と学習，⑥心理的支持，
という6つの機能が果たされる（ibid．，　PP．17－20）。グループ・メンバーとプログラム責任
者はプログラムの異なる段階でこれらの機能の間の適切なバランスを取るべきである（ibid．，
p．17）という。これらの機能は集団による学習に関わる重要な機能であるが，その説明は
ここでは省略する。
　（5）アクション・ラーニソグ・プログラムにおける関係者の役割
　プロジェクトがアクション・ラーニング・プログラムの活動の主たる焦点であるが，その
活動の遂行はさまざまの主体の役割を作りだす。参加者がアクション・ラーニソグの中心に
あるが，その他に，彼の上司または指名者，同僚，アドバイザーまたはチューター，プロジ
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エクトの遂行において参加者がその協力に依存する他の組織の人々，などである。これらの
役割の保持者がその期待にどの程度気付いているかが訓練の結果に重大な影響を及ぼす。さ
らに参加者がこれらの関係をマネジする仕方がそれ自体また価値ある学習経験になりうるの
である（ibid．，　p．21）。
　（i）プログラム参加者への期待とその選抜
　プログラムは集約的であり，経験の共有を要求するので，各プログラムの参加者の人数は
最大8人である。グループは学習する集団であり，参加者の欠席は潜在的な貢献の資源を減
らすので，参加者は全てのセッションへの参加が義務づけられる（ibid．，　p．24）。
　潜在的なプログラム参加者の許可要件は次の通りである（ibid．，　p．25）。
①現在ジェネラル・マネジメント職位にある，または2～3年以内にその職位を得ると期
　待されている管理者，
②所属する組織の上級経営者（プログラムの成功に献身しなければならず，参加者のプロ
　グラムの「依頼者」になるであろう）によって指名され後援された者。
　許可条件に適合する応募書類を受領すると，見込みのある応募者とその後援者がプログラ
ム（その原墨内容，参画と貢献の程度）をよく理解するのを助けるために，立ち入った面
接がなされる。その上で，候補者の選択は，メンバーのバックグランドの競合を避け，でき
るかぎりのゆたかさを達成するという目的をもって，行われる。有効な，バランスのとれた
学習グループの形成のために，また参加者の所属する会社が相互に競争していないという要
件を充たすために，合格した候補者の受入れが次のプログラムまで延ばされることもある
（ibid．）。
　（ii）指名者，または後援者（スポンサー）の役割
　アクション・ラーニソグ・プログラムにある人を指名するマネジャーには普通にない要求
が課せられる。広く受容され，安全な，結果が予測できる1週間の財務管理コーズや評判の
高いビジネス・スクールへの3か月コース等に派遣するのに比較すると，アクション・ラー
ニングの特徴は（結果が）はるかに予測できないことである。開始の時には，終了した時に
何が学習されているかを知ることはできない。それゆえに指名者は（そして参加者も）現在
の仕事時間が不確実な，見えない利益のために犠牲にされている，という批判を差し控える
心構えが必要である。さらに，指名者の期待がアクション・ラーニソグにたいして現実的か
つ適切であることを保証することが時には必要である（ibid．，　p．21）。
　㈹　依頼者（クライエントープロジェクトに貢献する人）の役割
　依頼者は，自分が真剣に関心をもっている重要な，挑戦的な問題を取り上げ，それを訓練
演習とするために，多分他の部門あるいは他社から来ている他の人に手渡すことが期待され
る。さらに依頼者のスタッフは，彼ら自身には何の明白な利益もないのに，学習者に情報と
援助を提供することが要請されることがある（ibid。，　p．22）。
　依頼者の役割はプロジェクトの進行につれて変化する。情報収集と状況分析という初期の
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段階には必要なのは明白な興味と意欲のみであるが，行動または実行段階になると，その役
割がずっと高いものになる。すなわち，もしもその局面が参加者にとって挑戦的でリスクの
高いものだとすれば，依頼者は，実行の成功が期待されていると，はっきりと示すことが決
定的に重要である（ibid．）。
　6v）アドバイザー
　グループに対するアドバイザーには様々な役割・機能がある。学習のプロセスに関心を持
つこと（これが最も重要である），グループを形成しメンバーが相互に援助しあうことを保
障すること，初期の段階では，指名者と依頼者等との関係を維持すること，および参加者に
よる学習に資する環境を提供すること，後期の段階では，参加者が行っていることから学ぶ
のを助けることに集中すること，特に学習が起こる反省局面の緊張を維持すること，等であ
る（ibid．）。
　これらの役割は前もって規定することはできず，プログラムの間に交渉されねばならない。
指名者，依頼者，参加者はそれぞれ各人が関わるプログラムの全体または部分について様々
な期待をもって接近する。したがって期待のズレがありがちであるが，プログラムを通じて
調整され，運営されるべきである。特に参加者の期待が，アドバイザーがグループを「リー
ド」したり「教える」ためにそこにいる，ということが充分にありうる。しかし，そのいず
れもが，アクション・ラ一理ングとは両立しない（ibid．）。
　（v）曖昧さに対処する方法
　アクション・ラーニソグ・プログラムにおいて生ずる比較的不慣れな役割の各々には曖昧
さがあるのであるが，MDCは①事前の説明のためのミーティング，②セット・アドバイザー
・ミーティング，③グループ・ミーティング等によって関係者が彼ら自身の役割を明確にし，
理解するのを助けてきた（ibid．，　pp．22－23）。
　（6）推進者の行動領域とスキル
　GMPでは参加者集団とプロジェクトが基幹的要素であるが，実際にはグループ・アドバ
イザーの役割がきわめて大きい。そこで，マニュアルはアクション・ラーニソグを推進する
者が特に考慮すべき問題について述べている（ibid．，　pp。29－33）。以下はその要旨である。
　アクション・ラーニソグは容易な選択ではない。マネジャーのグループが少数の手当たり
次第のプロジェクトで仕事をするように設定しても，それ自体満足な学習経験を実現する確
かな方法ではない。プロセスが全ての関係者によって，・特に経営開発に助言することに特別
の責任のある人によって考え抜かれ，運営されることが必要である（ibid．，　p．29）。
　（i）プロジェクトの特徴と選択基準
　プロジェクトは学習の主たる手段であり，学習手段としてのプロジェクトがもつべき特徴
については既に述べたところであるが，推進者の視点から，次の7点が指i摘される（ibid．，
PP・29一 C1）。なお・プロジェクトのガイドラインが付録（ibid・・ApPendix）に掲載されて
いる。
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①第一の考慮すべき特徴は「それが参加者を行動に，実行や変化をもたらすことに参画
（involve）させるか」である。問題は，調査し勧告するだけのプロジェクトは，変化を導入
する際に含まれるリスクと困難を考慮すれば，それは不満足である。プロジェクトが何らか
の目に見える最終結果を実現することが期待されるという要件を改めて主張することが重要
である。これは，何が起こるかの想定や信念を，実行することによって，そして予測と結果
を比較することによって，テストするというこの学習の理論から出てくることである。もし
プロジェクトが診断の局面で止まるならば，プロジェクト自体についても個人のスキルにつ
いても学習の機会が失われる。
②参加者が援助を求めた組織メンバーの期待。彼らは変化に抵抗することがあるかもしれ
ないが，もしプロジェクトが「単にもう一つのリポート」に終わるならば，参加者に貢献し
た多くの人はがっかりするであろう。変化に要する時間，資本支出等から生ずる困難はある。
2つの現実的解決策があるが，その一つは，幾つかの変化の実行を経験するように作業を計
画し，残りは「今後の勧告」として残すことである。
　もう一つの解決策は，プロジェクトにその組織の多くの基幹メンバーを参画させておき，
参加者が去っても内部の人々が変化を実行し続けることである。
③プロジェグト・グループの提案と会社の政策との関係。例えば，多国籍企業の子会社の
場合である。プロジェクト選択の基準の一つとして，可能な解決策が当該単位の上級メンバー
の権限をはるかに超えた行為を必要とするか否か，がある。
④プロジェクトがそれを遂行する個人又はグループによって，個々のスキルからみて，実
行可能であると認められるか。
　プロジェクトの任務は，参加者のビジョンの範囲を拡大することを確実にすることである。
換言すれば，既存の学習とスキルという相対的な安全を超えて，不慣れな領域で行動するリ
スクと不確実性に直面させることである。リスクに直面することは発達の重要な側面である。
⑤プロジェクト，参加者，依頼者の関係におけるリスク。重大なリスクが経験できるプロ
ジェクトについて仕事ができることは参加者には有益であるが，これは依頼者にとってのデ
ィレンマを引き起こす。もし参加者に提供されるのが「現実的問題」であるならば，依頼者
も失敗のリスクを共有し，肯定的な結果とともに否定的な結果に我慢し続ける必要がある。
実行可能性とリスクの問のバランスの問題には安易な答はなく，緊張の源泉であるが，恐ら
く創造的緊張のそれであろう。
⑥「現実的かつ重要な」プロジェクト。参加者が直面するリスクとストレスのレベルを最
適にするために，プロジェクトは，少なくともその状況に悩まされている基幹要員が組織の
なかにいるという意味で，さらに好ましいのは，それについて何かが成されないならば何ら
かの危機が生ずるであろうという意味で「現実的かつ重要」という特徴を持たねばならない。
⑦プロジェクトに関する最後の質問は次の2つである。すなわち，この種のプロジェクト
は望ましいが，多くのプロジェクトがどのくらい現実的であると期待できるか。そしてその
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種の問題をアクション・ラーニソグ・プログラムに関わる人に任せようとするマネジャーの
割合はどのくらいか。
　（ii）関係者とのコンフリクト
　アクション・ラーニング・プログラムには多くの関係者があり，様々な問題が起こる。例
えば，依頼者と参加者の間，参加者と彼の職場の同僚との間，参加者の後援者（派遣者）の
期待，等々である。MDCはこれらの問題にういて次のように述べている。「これらの幾つ
かの間題は問題として提起されるかもしれないが，それらは，成功するアクション・ラーニ
ング・プログラムの特徴として理解する方が有用であろう」（ibid．，　P．32．）。プロジェクト
が初めから終わりまで円滑に，その組織内で何のコメントも論争を引き起こすことなく進行
するならば，何が達成されるであろうか。恐らく，問題が重要でないか，進められる解決策
が関心のないものであろう。そしてこのことは，参加者にたいして彼が組織の葛藤にいかに
対処するかを試す機会を否定することである（ibid．）。
　（血）アクション・ラーニソグの環境のマネジメント
　上述のような問題をどのように処理するかが次の問題である。これは，アクション・ラー
ニソグ・プログラムがどの程度構造化され，または前もって計画されるか，どの程度曖昧な
まま残されるかの問題である。
　このような質問は，アクション・ラーニソグの基本的アイディア，すなわち，人々が変化，
木確実性，曖昧さに対処するスキルを発達させるのを助ける方法としてその価値を認めるこ
と，に立ち返ることによって初めて解決される。これは，不確実性の多くが取り除かれ，比
較的ルーティンな演習になるまでに構造化されることによっては実現されないようである。
他方では，それらが完全に参加者の創意工夫にまかされるならば1参加者のコミットメソト
と学習を危うくする（ibid．，　p．32）。
　探究すべき方向は次のようである。推進者はある枠組みを設定し，または参加者が設定す
るのを支援する。コンフリクトに直面し，うまくマネジすることを奨励するが，彼らに代わ
ってそれをしない。これはその環境からの圧力にも適用できる。例えば，推進者の役割は，
プログラムにたいする極端な外部からの脅威には対処する一方，参加者がその枠組の内部で，
受容できるレベルのコンフリクト，曖昧さ，不確実性を処理するための彼ら自身のメカニズ
ムを発達させる余地を残すような環境をいかに造りだすか，’ ﾅある（ibid．，　p．33）。
　㊥　推進者のスキル
　プログラム推進者はマネジメントの学問的背景に加えて個人的なスキルをもっていなけれ
ばならない。また，複雑な，曖昧な事業とマネジメントの問題を扱った経験が必要である。
しかし他面では，それぞれのグループがユニークであり，特殊なアプローチを要求するので，
推進者のスキルの発達と実践それ自体がアクション・ラーニソグの経験である。グループの
要求に照らしてアプローチを修正する用意がなければならない（ibid．）。
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　（7）小　括
　本説では，アクション・ラ一斗ングの基本概念とそれがGMPマニュアルにどのように具
体化されているかをみたが，現実的プロジェクトと学習グループを中心とする基本概念が慎
重に考慮されて定式化されているといえる。一般的な「マニュアル」として見れば春肥な部
分をかなり含んでいるが，しかしな炉ら，それはアクション・ラーニングの基本的想定自体
に由来するものである。
V．経営開発プロゲラムの実践
　y節では，MDCジェネラル・マネジメント・プログラムのマニュアルの重点を紹介して
きたが，このようなプログラムが実際にどのように行われたか，その一端をみることにしょ
う。
1．MDCのプログラムの実施
　MDCでは，GMPマニュアルの作成に先立って，8試験プログラムを実施した。参加者50人
のプロファイルは，マニュアルの付録によれば，年齢は31～55歳，平均40歳で，大多数は中
国人（42人），外国人は魯人，女子は3入であった。学歴資格では，無しから最初の学位（大
学），MBA，さまざまな専門職資格までにわたっている。その経験は多様で，技術，会計・
財務，販売・マーケティング，研究開発，人事管理，情報処理などの分野に跨がり，組織の
職位でみれば，社長，副社長，取締役，工場長，ライン管理者と職能的マネージャーを含ん
でいる。参加者の所属組織には著名な企業を含む44社が並んでおり，銀行，金融，公益事業，
サービス産業，製造業，建設業，海運，政府機関などの香港の事業・商業に広く跨がってい
る（MDC，1989，　Appendix　2，3）。
　マニュアルの序文によれば，実験に参加した参加者と企業は，98％が結果に満足し，3分
の2は達成された結果に高度に満足している，とコメントした（ibid．，　Preface）。
　なお，筆者の1992年12月のMDCでの聞き取りによれば，それまでにGMPに参加した者
は150人である。ほぼ5年間で100人の増加ということになる。これは経営開発が焦眉の課題
とされているにしては，やや少ないように思われる。
2．事例研究一α会社の経営開発一
　MDCは経営開発の事例として，1985年に行われたα会社の経験とデータを公表している
（MDC，1986）。従って，この事例は紹介したMDPを適用した事例ではなく，それに先行し
た，MDP開発のための試験的な事例であるが，その基礎はMDPと同じくアクション・ラー
ニソグにあるので，MDCの推進している経営開発を知る具体的手掛かりとして，以下にお
いてその要点を紹介することにする。
　この会社は1960年代に外国で教育を受けた技術者であり，現会長兼社長によって創立ざれ
たエレクトロニクス産業における販売とターン・9キー・プロジェクトの支援を事業としてい
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る。操業初期は香港市場が中心であったが，ここ数年中国市場での展開が成功して急成長中
である。ここからその多くが技術者であるマネジャーの迅速な発達が必要であると感じられ
た。従業員は50人強で，すべて中国人である。
　その試みは，1984年夏に会社の会長兼社長とMDC前所長が会って討論した結果，会社め
経営陣のための経営開発プログラムを仕立て設計してはどうかということになった。会社に
とっては内外の変化する環境に対処可能にするための努力であり，MDCにとっては香港の
企業者的状況における経営開発の直接的経験として受け止められた。
　プロジェクト・リーダーとしてMDC上級アドバイザーが任命され，1984年11－12月に
ニーズ分析が行われた。先ず会長兼社長との立ち入った面接が行われ，産業と会社の将来，
政策，戦略，構造，将来計画，及びプログラムに含めたいもの，についての幅広い理解が得
られた。次に，全てのプログラム参加（予定）者との面接が行われ，視野，経験，現在の業
務，将来の業務の計画，自己の目標，自己の長所と短所の認識，自己認知されている訓練ニー
ズ等の詳細な情報が得られた。自己観察，監督者と面接者の観察によって認知されたニーズ
・マトリックスが作成された。
　最初の10回のコア・トピックスが確認された。それは経営の基礎，組織，人間行動の概念
のスキルを含み，さらに参加者の仕事役割に関連する特殊をトピックス，例えば，交渉スキ
ル，プロジェクト・マネジメント等が含められた。このようにして作成された日時，トピッ
クス，セッション・リーダーを含むコース計画案が参加者に提示，回覧され，1985年1月初
めに確定された。それによれば，1985年1月中旬から隔週の土曜日の午前中に全体会合が行
われ，6か月半続く，参加者は社長を含めて11人の管理者全員がプログラムに参加し距。な
お，この間にマーケティング・マネジャーと社長秘書の2人が離職し，社長秘書が新たに任
用されている。
　第1向の会合はMDCスタッフと会長・社長と参加者のディナーであり，和やかな雰囲気
と高い学習意欲が生み出された。その後の14回の会合は隔週の土曜日の午前9時から11時の
間に行われ，初めは共通の関心の話題が取り扱われ，12回目からは職務に関する特殊なトピ
ックスに参加する形で，小グループに分かれた。
　会合の1週間前には，準備と期待形成のために，次の会合の目標と概要を記述したものが
送付された。ミーティングでは，講義，グループ討議，ロール・プレイソグ，事例分析，教
室での演習などが組み合わされた。会合の終わりには，宿題が与えられ，10日以内に完成し
てMDCに送られ，コメントのついた個別評価がなされ，次の会合の始めに返却された（た
だし，評価は記録されなかった）。また，より多くの情報の提供と将来の参考のために補完
的なリーディング資料（雑誌論文等）が配付された。
　このプログラムはMDCの調査研究プロジェクトであったので，プログラムの評価はその
開発の最初の計画段階，そして実行段階において真剣に扱われていた。まず最初の面接にあ
たりプログラムへの期待と何を達成したいかが問われ，それが後日の評価尺度の設定に役立
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つた。
　一つの評価は，毎回の会合の後に評内的評価様式が参加者に配付され，教室活動の効率と
有効性，すなわち，目標の明確さ，目標の達成された程度，内容と許された時間，教える方
法の適切さ，職務との関連性，等の評価が求められた。また宿題と補完的資料の適切さと妥
当性の評価の書式が，次の会合の始めに完成され提出された。この評価からは，参加者が内
容をどの程度把握したか，シミュレートされた問題の解決に適用できた程度が評価され，こ
の結果はそれに続く会合のよりよい整i備に役立った。
　もう一つの評価は，プログラム終了後の評価で，4か月後に行われた。質問票がプログラ
ム・リーダーによって作成されたが，その目的はプログラムの方法，内容，職務との関連性，
態度と行動にたいする効果，職務満足，生産性，今後の行動等について参加者とその上司か
ら全般的なコメントを得ることであった。自己評価に付随するバイ、アスはありうるが，
MDCは，相互信頼，参加者の一般的な信頼，秘密保持の方法（会社を経由しない郵送）に
よって，彼らの意見はそれなりに公正であり，真実が表明されたと信ずるだけの理由がある
（ibid．，　p．7），とみている。
　会合直後の評価も，終了4か月後の評価ともに，課題がほぼ達成されたと評価した。まず
内容に関しては，マネジメントにおける最近の概念と展開を学びリフレッシュすること，ま
たは適切なマネジメント・スキルを学ぶことを期待したが，参加者の80％がその期待に合っ
ていたと感じ，スキル領域でも，参加者の70％が内容の7割以上が職務に関連していると答
えた。プログラムから得られたものとしては，組織及び経営のより良い見通し，マネジメン
トの概念に関する健全な知識，種々のマネジメント・スキルを日常の仕事に応用する能力，
が挙げられた。また業績については，参加者の40％が「6か月前より生産性は高い」と述べ，
「変化なし」「わからない」は各々20％であった。高い生産性は，優先順位の設定における
より由い判断，より大きな自信をもった主張，より良いコミュニケーションによるものと信
じられた（ibid．，　p．8）。
　上司によるコメントも参加者のそれらと同様であった。すなわち，上司が参加者にプログ
ラムの結果として期待したものとしては，より独立的になる，客観的に分析的になる，最新
のマネジメントの概念を理解する，新しいまたはより高い職位の資格があるようになること，
であったが，上司は，集団としてはこれらの期待が充たされたことに同意した。スタッフは，
自信をもち，よりマネジメント意識的になり，同じ共通の（マネジメント）言語を話すよう
になった，というのである（ibid．，　p．10）。
　なおこのプログラムのために使用された資源，その時間・経費ともに大きい。直接参加者，
会社のコストの他に，MDCの所長，プロジェクト・リーダー，その他の専門職（3人）が
投入した延べ時間は291時間であり，その他投入された資源には教室，教育機器，読書教材，
複写経費，ビデオ，外部トレーナー等が含まれる（ibid．，　Appendix　8）。
　以上がこの事例報告の概要であるが，この事例研究によって経営開発のプロセスを追うこ
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とはできるが，参加者が1社内に限られていること，またプロジェクトそのものを具体的に
知ることはできない点において，GMPの実態を知るにはなお不十分である。
V【．検討と課題
　香港では，中国の開放政策と1997年の中国への返還という激動の時代にあり，さらに流動
的な労働市場のもとで，伝統的な経営方式に代わる経営方式とそれを担う経営者の開発が焦
眉の課題として認識されている。本稿では，香港経営開発センター（MDC）の調査報告に
依拠して香港における人事管理と訓練開発，さらに社内経営開発の現状と問題点を，続いて，
香港MDCの経営開発プログラム（GMP）のマニュアルの要点および経営開発事例を紹介
してきた。その経営開発プログラムは，MDCが香港に適したプログラムを開発するために，
Revansの創意によるアクション・ラーニング・アプローチを応用して展開したものであ
る。その狙いは，人事管理と経営開発の実情と問題点の検討から明らかなように，単に「香
港に適した」というにとどまらず，より積極的に香港企業の圧倒的部分を占める中国人所有
企業の経営の組織の構造を変革するところにある。MDCは，試験的応用によりそのプログ
ラムの有効性を確信し，広く一般的に利用可能にするためにマニュアルとしてまとめた。
　GMPはアクション・ラーニング・アプローチによる方法とプロセスを記述するのである
が，一般的な「マニュアル」としてみると，かなりの暖昧さを残している。特に推進者の行
動におけるプロジェクトの選択などがそうである。しかし，同時に述べられているように，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　う
それこそがアクション・ラーニングの基本的特徴なのである。なお，付言すれば，集団のリー
ダー，アドバイザーによる枠組みの設定，環境のマネジメントというアプローチは，社会技
術システム論，半自律的作業集団のアプローチと共通しているのである（MacNamara　and
Weekes，1982）。
　アクション・ラ一献ソグによる経営開発は，不慣れな状況において，未知の問題に取り組
むことにより不確実性，リスク，コンフリクト等に対処して実行するスキルを開発しようと
するのである。OJTやジョブ・ローテーションとは実践による学習という点では共通して
いるが，プロジェクトと集団的プロセスの利用，さらに既成の権威や組織文化に対する挑
くの
戦という点において相違する。Revansはアクション・ラーニソグがその他の経営開発手
法より優れているとは主張してはいないが（Revans，1983，　p．43），　MacNamaraと
Weekes（1982）のいう「有効な経営開訓練プログラムの4つの特徴」（①経営問題志向，②
責任の共有・分担，③集団と共に仕事をする，④フィードバックの機会，MacNamara　and
Weekes，1982，　pp．888－9）に照らしてみると，このプログラムのもつ可能性は大きい。
　しかし，同時にすぐに気がつく問題点としては，第1に，素早い業種転i換（L，atham　and
Napier，1989，　p．173）のように，業種の境界が曖昧になりつつある現在では，一見異なる業
種の企業でも潜在的な競争者であり，異業種間の情報交換や職能専門分野のトレー二一の交
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換はともかく，ジェネラル・マネジャー・レベルのマネジャーを組織間で交換すること，あ
るいは他企業のマネジャーに自社のプロジェクトを実行させることは非常に難しいであろ
う，ということになる。取り上げられるプロジェクトが社内の他部門，または関連会社のプ
ロジェクトということに限定されるとすれば，Revansの創意における「不慣れな状況にお
いて」という条件が不十分にしか充たされず，その有効性が限られることになるかもしれな
い。
　第2に，筆者のききとりによれば，香港MDCのプログラムを受けたマネジャーが1992年
12月現在までのとごろ，150人というのはやや少ないのではないかと思われる。第1の問題
に加えて，資源の制約，コスト効果の問題があるのかもしれない。
　これらの問題を含めてより詳細な事例研究などによる実態，特にその有効性（当然ながら
コストを含む）の解明が今後の課題である。
〔注〕
＊本稿は平成4年度長崎大学学術国際交流事業経費による研究の一部である。
（1）従業員200人以上の企業の調査では企業サンプル990社のうち138の有効回答があり，従業員200人未満の企
　業調査では企業サンプル1983社のうち有効回答223であった。質問票は別であるが，共通な質問については
　統合した処理がなされている（：Kirkbride　and　Tang，1989，　p．2）。なお，1992年12月の筆者のMDCでの聞
　き取りによれば，1000人以上の企業は70社，300～999人の企業は200社であり，1000人以上の企業のうち，
　学習資源センター（Learning　Resource　Centre）を有するのは12社のみであるということである。
②　このような場合，誰が，どこで訓練・開発されるのか，という問題が生ずる。これは「私は訓練するが，
　それは君が訓練する場合のみである」という一種の囚人のジレンマであり，結果は低い技能での均衡となる
　（Storeys　and　Sisson，1993，　p．168）。ただし，経営者が訓練・開発に不熱心であることは必ずしも一般的に
　従業員がそうであるということにはならない。香港では従業員は一般的・専門的スキルや資格を求めてタイ
　ミングと機会をみて教育・訓練機関やコースに参加していることは周知の事実であり，ききとりをしたほと
　んどの日系企業において聞いたところである。
（3）ただし，小池（1991）の発見は主として中間管理職（課長相当レベル）までの職能的専門家の開発につい
　てであり，部長レベル以上については調査はあまりなされていない。
（4）Latham　and　Napier（1989）によれば，中国人所有企業の構造は，所有者の家族を中心にして，その外に長
　期勤続従業員，最も外に短期従業員という同心円であり，中心の所有者の家族が全ての決定に参画し，長期
　従業員は時々参加するのみである。また殆どの従業員は意思決定に伴う責任を望まず，権限は上方に委譲さ
　れている（p，194）。
（5）MDCの広報誌，　Better　Management　No．10（October　1992）には「企業家段階からマネジメント段階へ
　の移行」という記事が掲載されている。
（6）アクション・ラーニングについては，本稿では，Revans（1983），　Korey　and　Bogorya（1985），　Mac・
　namara　and　Weekes（1982），　MDC（1989），　Foy（1977）を参照している。
（7）このマニュアルの目次・内容は次のような項目である。
　1，序，2，全般管理者プログラム（GMP）の原理13，　GMPの目標，4，　GMPとアクション・ラー二
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　ング，5，アクション・ラーニングのプロセス，6，香港におけるGMPの提供，7，　GMPの設計の方法，
　8，プログラムの内容，9，プロジエクトと学習グループ，10，グループ・ミーティング，11，アクション
　・ラーニング・プログラムにおける（主体の）役割，12；プログラム参加者の選考，13，プログラムの資源，
　14，プログラム（実施）の場所と管理，15，．プログラムの評価，16，推進者の行動領域，17，推進者のスキ
　ル・プロファイル，18，GMPに基づくプロジェクトの実行，19，プログラ云の終了。
〈8）Revansはアクション・ラーニソグのマニュアル化，公式化について「アクション・ラーニソグ⑨に関す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ
　るプログラム化された知識（P）」への努力としているが，同時に下アクション・ラーニソグは簡単にパッケー
　ジできない。それをより良く理解する唯一の方法はそれを実践（practice）することである」（Revans，1983，
　p．49）と述べている。
（9）Foyによれば，「ジョブ・ローテーションは新しい職務と新しい文化を学ぶためだけであるが，アクショ
　ソ・ラーニソグはその文化について質問し，それを変えようとする」（Foy，1977，　p．163）。その他の経営教
　育のアプローチとアクション・ラーニソグとの創意についても，Foy（1977，　pp．161－163）が簡単に比較し
　ている。
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